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論 文 内 容 要 旨
生ごみを破砕 し液状にすることで排水処理に供するディスポーザは、その利便性のためにわが国でも使用数が
増加 している。 しか し、既存の排水処理設備への汚濁負荷を増大させるため、処理水質の悪化等の懸念から設置
を禁止している国がほとんどである。このためディスポーザ排水処理に関する研究事例は極めて少ない。本研究
では、ディスポーザ排水と生活排水あるいは事業系排水を同時に処理することが可能な、ディスポーザに対応し
た総合排水処理システムを構築するために、ディスポーザ排水および生活排水の排水処理特性を明らかにした。
そしてディスポーザ排水の高度処理手法の開発を行った。また、ディスポーザの活用による生ごみの廃棄物処理
から排水処理への移行による負荷量の変化が環境に及ぼす影響を明らかにするために、CO2排出量を対象とした
LCA評価手法を用いた検討を行った。本論文の内容は次のとおりである。
第1章 「緒論」では、ディスポーザの設置に関する現状、課題および個別分散型排水処理設備の必要性を述べ、
利用者のアメニティ向上と水環境負荷の低減化を両立させたディスポーザ対応総合排水処理システム構築の必要
性について述べた。また、デ ィスポーザを活用 した総合排水処理システムにおける排水負荷の低減化、汚泥負荷
の低減化 とともに温室効果ガス負荷の低減化を指向した環境への総合的な負荷を低減する 「ディスポーザを活用
した環境低負荷型総合排水処理システム」構築の必要性をまとめ、本研究の目的について述べた。
第2章 「既往研究」では、ディスポーザを活用 した総合排水処理システムに係わる既往研究を収集 した知見を
整理するとともに、本研究の目的である 「ディスポーザを活用した環塊低負荷型総洽排水処理システム」の構築
に関する研究課題を明らかにし、本研究で明 らかとする必要性のある課題項目について整理を行った。
第3章 「ディスポーザ排水の可溶化 ・資化特性」では、ディスポーザ排水の生物学的処理プロセスがデイスポ
ーザ排水に含有する生ごみ固形物の生物学的な可溶化反応 と可溶化した生ごみの資化反応とい う2段階の反応に
より進行すると考えられたため、可溶化特性と資化特性を水温(13、20℃)および通気条件(通気あり、なし)
を変化 させて比較検討を行った。その結果、生ごみ粉砕粒度を5.6㎜未満,75%とした標準ディスポーザ排水の
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生物学的な可溶化特性は、本研究における最も可溶化速度が遅い通気なし・13℃においても試験開始56日で80%
以上のディスポーザ排水がO・6mm未満となり・全ての環境条件においてディスポーザ排水の可溶化が進行するこ
とが確認された。また、ディスポーザ排水は水温が高く、通気ありの条件において可溶化速度が大きいことが明
らかとなった。 このようなディスポーザ排水の可溶化特牲 を適正に利用することにより、ディスポーザ排水を導
入した排水処理プロセスにおける余剰汚泥の減容化が期待できることを明らかとした。一方、生ごみ粉砕粒度を
0,6mm未満,100%としたディスポーザ排水の生物学的な可溶化 ・資化特性は、経過 日数とともに全ての環境条
件で0.6㎜未満の生ごみ固形物の可溶化が進行 したが、環境条件の影響によりBOD,D-BODの挙動に差が認めら
れる結果となった。通気ありの条件ではディスポーザ排水の可溶化とともに、BOD,D-BOD両者とも減少する傾向
が認められたが、通気なしの条件ではディスポーザ排水の可溶化は進行するもののBODの減少は停滞し、}BOD
は増加する傾向が認められた。また、BOD,1)-BODの生成挙動に対しては、水温の差はあまり認められなかった。
これらの現象をさらに詳細に検討するために、ディスポーザ排水に含まれる有機炭素成分である炭水化物、蛋白
質、脂質の挙動と代謝環境の関係について検討を実施 した結果、これらのディスポーザ排水に含まれる固形有機
炭素成分は、嫌気条件下でも好気条件下でも可溶化は進行するが、可溶化 した有機炭素成分の代謝は通気条件の
影響を大きく受け、炭水化物は嫌気条件下で中間生成物までの代謝が速く、脂質は好気条件下で最終生成物(CO2,
H2⑪)までの代謝が速 く、また、蛋白質は嫌気条件下でも好気条件下でも可溶化段階が遅いことを明らかとした。
また、ディスポーザ排水を連続的に生物処理する嫌気 ・好気型のベンチスケールの実験装置を用い、試験水温を
13℃(低温)か ら20℃(常温)に上昇させる試験を行った結果、13から20℃への水温上昇時において、嫌気
槽に貯留されていた生ごみ固形物の可溶化が急嗷 に進行 し、好気槽への流入負荷が増大するために、一時的に処
理水が悪化することを明らかとし為 また、これらの結果から、生ごみ固形物を排水処理プロセス中に貝榴 する
「直接導入型デ ィスポーザ排水処理プロセス」においては、水温変化への対応を十分に考慮した設計や技術開発
が必要であること、生ごみの可溶化特性から低温状態においても、生ごみ貝榴 部である嫌気可溶化槽への好気槽
水の常時循環により、可溶化を常に進行させ、後段の好気槽への流入汚濁負荷を常に安定させることにより、水
温上昇時における処理水質悪化の低減効果が期待されることを明らかにした。
第4章 「ディスポーザ排水と生活排水の処理特性此較」では、ディスポーザ排水と生活排水の処理特性につい
てクー ロメーター用いた両排水の酸素消費量の経 日変化 と通気条件の相違による両排水のT㏄,DOC,P㏄の経 日
変化にっいて検討を行った。その結果、生ごみ粉砕粒度を5.6㎜未満,75%とした標準ディスポーザ排水と生ご
み粉砕位度をO.6mm未満,100%と物理的に可溶化したディスポーザ排水では、約1.8倍可溶化したディスポー
ザ排水の方が酸素消費速度は大きく、ディスポーザ排水の生分解性は生ごみ粉砕粒度により変化することが明ら
かとなった。また、生ごみ粉砕粒度を5.6㎜未満75%とした標準ディスポーザ排水は生活排水と比較 して酸素
消費速度は同等であり、これらの結果からディスポーザ排水は生活排水と比較 して生分解性は同程度以上である
ことが明らかとなった。一方、両排水におけるT㏄,DOC,P㏄の挙動について検討を行った結果では、ディスポ
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一ザ排水は生活排水と比較して可溶化選渡 が大きく、また、資化速度、汚泥生成速度はほぼ同等であることを明
らか とした。これらの結果から、ディスポーザ排水の生分解性は生活排水と同程度以上であることを明らかとし
た。 しかし、ディスポーザ排水 と生活排水では、排水中に含まれる有機炭素成分害拾 および固形有機炭素成分割
合が異な り、固形有機炭素成分を多く含有するディスポーザ排水は、生活排水と比較して通気条件による可溶化
影響が大きく、また可溶化に伴い生成する炭水化物、蛋白質、脂質は、それぞれ通気条件により異なる代謝経路
により代謝が進行することを明らかとした。固形有機炭素成分害洽 が高く、可溶化反応、資化反応 ともに通気の
影響を受けやすいディスポーザ対応総合排水処理システムでは、この通気条件の制御が性能を確保する上で重要
であることを明らかとした。
第5章 「ディスポーザ排水導入に対応 した総合排水処理システムの構築」では、ディスポーザ排水の導入に対
応 した総合排水処理システムの構築を行 うために、嫌気 ・好気循環生物膜法を用いた排水処理プロセスに生活排
水のみを導入 した系と生活排水とともにディスポーザ排水を導入 した系の処理性能を比較解析 した。好気槽から
嫌気槽への好気水循環量を制御 して異なる嫌気 ・好気循環比において処理水質および汚泥発生量の調査を行い、
ディスポーザ排水導入時における排水の高度処理化および汚泥転換率の低減化を可能とする最適運転条件につい
て検討を行っ鶴 この結果、両系ともに嫌気 ・好気循環比の変更により、処理水質および汚泥転換率が異なるこ
とが明らかとなり、排水の処理性能に関しては両系ともにTrN除去率は循環比6、BOD除去率は循環比4で最小とな
った。また、T-N除去率に関しては、ディスポーザ排水導入の影響よりも循環比の影響を大きく受けるのに対し、
BOD除去率に関しては、ディスポーザ排水導入の場合において循環比の影響を大きく受けた。一方、汚泥転換率に
関 しては、生活排水のみの導入系では循環比4で最小となり、生活排水とともにディスポーザ排水を導入した系
では循環比6で最小 となった また、この生活排水とともにディスポーザ排水を導入 した系における循環比6で
は、生活排水のみを導入 した系で最小となった循環比4よ りも汚泥転換率が低い結果となった。これらの結果は
ディスポーザ排水の通気条件の相違による可溶化、資化反応特性に依存すると考えられた。また、これらの知見
を元に、さらに水理学的滞留時間に対する検討も行い、排水負荷の低減化と汚泥負荷の低減化を指向した目標処
理水質BOD10mgL"i以下、T-N10㎎L-1以下の高度処理型ディスポーザ総合排水処理システムを構築できること
を明 らかにした。
第6章fデ ィスポーザ対応総合排水処理システムの環境負荷評価」では、第5章における高度処理型生活排水
処理 システムと高度処理型ディスポーザ対応総合排水処理システムの検討結果を踏まえ、ディスポーザの導入に
よる生ごみの廃棄物処理から排水処理への移行が環境負荷に及ぼす影響を明 らかにするために、cO2排出量を対象
としたnCA(ライフサイクルアセスメン ト)により比較検討 した。その結果、生活系生ごみを発生原位置で減量化
させるディスポーザ対応総合排水処理システム導入ケースにおいてCO2排出量が削減 されることが明らかとなり、
CO2排出量は5.8%削減 ←23.5kg-CO2戸』1年一1)される結果となった。また、これらの結果から、本研究で対象
としたディスポーザ対応総合排水処理システムは、排水負荷の低減化 と汚泥負荷の低減化のみならず、CO2排出量
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負荷の低減化にも寄与する環境低負荷型の排水処理システムであることを明らかとした。
第7章 「総括および展望」では、排水負荷の低減化、汚泥負荷の低減化とともに温室効果ガス負荷の低減化を
指向した環境への総合的な負荷を低減するディスポーザ対応総合排水処理システムについて本研究で得られた知
見を総括として示 し,環境低負荷型社会の構築におけるディスポーザ対応総合排水処理システムの位置づけにっ
いてまとめた。
本研究で検討 した 「ディスポーザを活用 した環境低負荷型総合排水処理システム」の普及によって、生ごみの
衛生的な処理が可能となる利便性から利用者のアメニティ向上が図られ、既存単独処理浄化槽から合併処理浄化
槽や極 亅・規模下水道への転換、あるいは小規模事業場排水対策 としての動機付けとな り、汚水処理整備率の向上
に貢献ずることが期待 される。一方、本研究から 「ディスポーザを活用した環麑低負荷型総合排水処理システム」
は水環境の保全に寄与するものであるとともに、廃 棄物対策や脱温暖化社会の形成にも寄与することが明らかに
なり、21世紀の環境低負荷型社会の構築に重要な役割を果たすことが期待される。
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論文審査結果の要旨
生 ごみを破砕 し液状にすることで排水処理に供するディスポーザは,その利便性のためにわが国でも使用
数が増加 している.しか し,既存の排水処理設備への汚濁負荷を増大させるため,処理水質の悪化等の懸念
か ら設置を禁止 している国がほとんどである.このためディスポーザ排水処理に関する研究事例は極めて少
ない・本研究は・ディスポーザ排水と生活排水を同時に処理することが可能な総合排水処理システムを構築
するために・ディスポーザ排水の生物学的処理特性の解析,高 度処理手法の開発,さ らにディスポーザの活
用による生ごみの廃棄物処理から排水処理への移行による環境負荷への影響評価を行ったもので,全編7章
か らなる.
第1章 「緒論」では,本研究の背景および 目的について述べている.
第2章 「既往研究」では,デ ィスポーザを活用した総合排水処理システムに関わる既往研究を整理 し,研
究課題を明 らかに した.
第3章 「ディスポーザ排水の可溶化 ・資化特性」では,固形有機物を多く含むディスポーザ排水の可溶化
特性 と資化特性を水温(13,20℃)および通気条件(通 気あり,な し)を変化させて比較検討を行い,全て
の環境条件 においてディスポーザ排水の可溶化が進行するが,水温が高く,通気ありの条件においてより可
溶化速度が大きいことを明らかとした.一方,資 化特性に関しては,通気あ りの条件ではディスポーザ排水
の可溶化 とともにBOD,D-BOD両者 とも減少する傾向が認められ,通気なしの条件では可溶化は進行するもの
のBODの減少は停滞 し,D-BODは増加する傾向が認められた.これ らのディスポーザ排水に含まれる炭水化
物 は嫌気条件下で中間生成物までの代謝が速 く,脂質は好気条件下で最終生成物(CO2,H20)までの代謝が速
く,ま た蛋 白質は嫌気条件下でも好気条件下でも可溶化が遅いことが明らかとなった.これ らは新規かつ有
用な知見である.
第4章 「ディスポーザ排水 と生活排水の処理特性比較」では,デ ィスポーザ排水の生分解性は生活排水 と
同程度以上であるものの,固形有機炭素成分を多く含有するデ ィスポーザ排水は生活排水と比較して通気条
件による可溶化影響が大きく,通気条件の制御が性能を確保する上で重要であることを明らかとした,これ
は重要な知見である.
第5章 「ディスポーザ排水導入に対応 した総合排水処理システムの構築」では,嫌気 ・好気循環生物膜法
を用いた排水処理プロセスに生活排水のみを導入 した系と生活排水とともにディスポーザ排水を導入した系
の処理性能を比較解析 し,両系 ともにT-N除去率は循環比6,BOD除去率は循環比4で 最小となること,汚
泥転換率に関 しては生活排水導入系では循環比4で 最小となり,ディスポーザ排水導入系では循環比6で 最
小 となることを明らかにした.ま た,ディスポーザ排水導入系の循環比6で は,生活排水導入系で最小とな
った循環比4よ りも汚泥転換率が低い結果を得た.さ らに水理学的滞留時間の影響に関する検討も加え,目
標処理水質BODlOmgL『1以下,T-N10mgL'1以下の高度処理型ディスポーザ総合排水処理システムを構築
できることを明らかに した.こ れらは特に重要な成果である.
第6章 「ディスポーザ対応総合排水処理システムの環境負荷評価」では,第5章 の成果を踏まえ,デ ィス
ポーザの導入による生ごみの廃棄物処理か ら排水処理への移行が環境負荷に及ぼす影響を,CO、排出量を対象
としたLCAにより比較検討 した.その結果,生活系生ごみを発生原位置で減量化 させるディスポーザ対応総
合排水処理システム導入ケースにおいてCO2排出量が削減されることが明らかとな り,ディスポーザ対応総
合排水処理システムは排水負荷の低減化 と汚泥負荷の低減化のみならず,CO,排出量負荷の低減化にも寄与す
る環境低負荷型の排水処理システムであることを明 らかとした.これは特に新規かつ有用な成果である.
第7章 「総括および展望」では,本研究で得られた知見を総括として示し,環境低負荷型社会の構築にお
けるディスポーザ対応総合排水処理システムの位置づけについてまとめた.
以上要するに本論文は,排水負荷の低減化,汚 泥負荷の低減化 とともに温室効果ガス負荷の低減化を指向
した環塊への総合的な負荷を低減するディスポーザを活用 した環境低負荷型総合排水処理システムの構築に
ついて検討を行ったもので,環境工学の発展に寄与するところが少なくない.
よって,本 論文は博士(工学)の学位論文 として合格と認める.
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